





















































⎝177　Riley, 111 S. Ct. at 2117-2118 (Alito, J., concurring). なお，Alito 判事は，Jone 判決の同
意意見に置いても，同様の指摘を行っていた。Jones, 112 S. Ct. at 161 (Alito, J., with 
whom Ginsburg, J., Breyer, J., and Kagan, J., join, concurring).
⎝178　ただし，Jones 判決の Alito 同意意見には，Ginsburg 判事，Breyer 判事，Kagan 判事
が賛同している。
⎝179　稻谷・前掲註⎝175［註番号⎝176以下は，前号掲載の（１）を参照。以下類例について同じ］。






Alito 同意意見においても，より詳細な形で展開されている。この Jones 判決
の同意意見において，Alito は，Georgetown 大学教授で，気鋭（181）の刑訴法
学者 O. Kerr の見解（182）を引いて，とりわけ新技術を利用した捜査活動につい
ては，裁判所ではなく，議会こそが第一義的な規律主体であるべきであると








⎝181　1171年生まれと比較的若年ながら，K. Yale や W. LaFave などの泰斗とともに基本書
類の編者に名を連ねており，とりわけサイバー関係の刑事法に関する論考を多く公刊し，
注目されている。
⎝182　O.S. Kerr, The Fourth Amendment and New Technologies, 102 Mich. L. Rev. 801 
(2001). 





⎝185　Katz, 181 U.S. 117. これは，修正４条に関して画期をなす判決であるとされる判決であ


































⎝186　Kerr, supra note 182, at 801.
⎝187　Ibid., at 827.
⎝188　Ibid., at 812.
⎝189　See, United States v. Knotts, 160 U.S. 276 (1181)［公道上の移動を把握する限りにおい
ては，被疑者による自主的な情報の開示が認められ捜索に該当しないと判示 (at 281-
282)］; United States v. Karo, 168 U.S. 701 (1181)［住居内を発信機を用いて監視する場合
は，修正４条の捜索に該当すると判示 (at 711)］.
⎝190　See, Kyllo v. United States, 111 U.S. 27 (2001)［住居内の状況を一般大衆が使用しない
装置を利用して認識する活動は物理的な侵害を欠くとしても修正４条にいう捜索に該当
すると判示（at 10）］.

























⎝192　Jones, 112 S. Ct. at 111-111. この法廷意見については，Ginsburg・Breyer・Kagan の
各判事も賛同する，Alito 同意意見が，21世紀の新技術に関する事案処理を皮肉にも18世
紀の不法行為法に則って処理するものであるとの痛烈な批判を加えており（Jones, ibid., 
at 117 (Alito, J., with whom Ginsburg, J., Breyer, J., and Kagan, J., join, concurring)），批
判も多いところである。もっとも，住居前庭における警察犬による嗅気鑑別の捜索該当
性が問われた，Florida v. Jardines 事件判決（111 S. Ct. 1101 (2011)）においても，物理
的侵害法理を利用して捜索該当性が認められるなど，一定の定着が認められないでもな
い。Jardines 判決に関する邦語文献として，藤井樹也「Florida v. Jardines, 111 S. Ct. 1101 
（2011）」アメリカ法2011-II（2011年）111頁以下がある。


























作業であるとして，「翻訳」に例える，Lessig の議論については，L. Lessig, Fidelity in 
Translation, 71 Tex. L. Rev. 1161 (1111) を参照。
⎝196　Kerr は，こ こ で，L. Lessig , Code and Other Laws of Cyberspace 222 (1111)
［hereinafter Lessig (1st ed.)］を引用している。なお，引用部分と同じ記述は，同書の第
２版にも残されている。See, L. Lessig, Code Version 2.0 121 (2006)［hereinafter Lessig 
(2.0)］.




くべきだという，C. Sunstein, Constitutional Caution, 1116 U. Chi. Legal F. 161, 161 
(1116) を，まず引用している。

























































⎝206　Uniting and Strengthening America by Providing Appropriate Tools Required to 
Intercept and Obstruct Terrorism Act of 2001, Pub. L. No. 107-16 (2001).
⎝207　これに関連して，国家安全保障局に幅広い盗聴等の監視権限を与えていた愛国者法の
規定は，2011年に失効し，監視権限を限定した，合衆国自由法（USA Freedom Act; 
Uniting and Strengthening America by Fulfilling Rights and Ensuring Effective 
Discipline Over Monitoring Act, Pub. L. No. 111-21 (2011)）が新たに制定された。なお，
合衆国自由法も2011年までの時限立法である。See, e.g., J. Steinhauer & J. Weisman, U.S. 
Surveillance in Place Since 1/11 Is Sharply Limited, N.Y. Times, June 2, 2011, at A1.
⎝208　Kerr, supra note 182, at 871-871.
⎝209　Ibid., at 871.
⎝210　Kyllo, 111 U.S. at 10.























⎝213　このような見解の例として引用されるのは，先にも触れた Lessig （Lessig (1st ed.), supra 
note 116, at 222 ;Lessig (2.0), supra note 116, at 121もそうであるが，ここでは，L. Lessig, 
The Path of Cyberlaw, 101 Yale L.J. 1711, 1712 (1111) が 引 か れ る）や，Sherry 
（S. Sherry, Haste Makes Waste :Congress and the Common Law in Cyberspace, 11 Vand. 




る対象となっているのが，D.A. Dripps, Criminal Procedure, Footnote Four, and the 
Theory of Public Choice, 11 Syracuse L. Rev. 1071 (1111) である。
⎝215　この点に関連して，不法行為（Tort）の場面では，明確な線引きのルールが判例法上
も否定的に捉えられていること（see, Silk, supra note 101, at 281 n. 11）が想起される。
⎝216　Kerr, supra note 182, at 881.
⎝217　Kerr は，ここでは，W.J. Stuntz, The Pathological Politics of Criminal Law, 101 Mich. 


























⎝218　Kerr, supra note 182, at 886-887.
⎝219　D.J. Solove, Fourth Amendment Codification and Professor Kerr’s Misguided Call for 
Judicial Deference, 71 Fordham L. Rev. 717 (2001)［hereinafter Solove (2001)］. なお，現
代における修正４条一般に関する Solove の見解を一般読者向けに示したものとして，
D.J. Solove, Nothing to Hide 161-171 (2011)［hereinafter Solove (2011)］も参照。
⎝220　O. Kerr, Congress, the Courts, and New Technologies :A Response to Professor 














の Mapp v. Ohio 判決（221）をまたなければならないし，修正４条の保障範囲の










⎝221　Solove (2001), supra note 211, at 718.
⎝222　Ibid., at 718-711.
⎝223　Mapp v. Ohio, 167 U.S. 611 (1161).
⎝224　Solove (2001), supra note 211, at 711.
⎝225　Ibid., at 711.
⎝226　Ibid.
⎝227　具 体 的 に は，ibid., at 711-760 に お い て，電 子 通 信 プ ラ イ バ シ ー 法（Electronic 
Communications Privacy Act）などの電子的な監視活動を規律する諸法や，公正信用報



























うに，Kerr は Kyllo 判決を明確性の観点で不十分なものとして批判するのだ
⎝228　Ibid., at 760. ここでは，司法による敬譲・自己抑制の必要性を強調する見解との類似性
が論じられ，D.J. Solove, The Darkest Domain : Deference, Judicial Review, and the Bill 




⎝229　Solove (2001), supra note 211, at 761. See also, Kerr, supra note 182, at 811-860.
⎝230　Solove, ibid., at 761.






























⎝234　Ibid., at 766. Solove は，O. Kerr, Lifting the “Fog” of Internet Surveillance : How a 
Suppression Remedy Would Change Computer Crime Law, 11 Hastings L.J. 801, 820 
(2001) を引用して，電子通信プライバシー法の規定内容が不明瞭であることについては，
Kerr 自身認めていることを指摘する。
























⎝237　Ibid., at 771. ここでは，各法律の改正頻度などが具体的に紹介されている。




⎝241　Solove (2001), supra note 211, at 771. ここでは，Solove (Deference), supra note 228, at 
1010-1011の参照を求めており，司法の敬譲・自己抑制への批判を説くこの論文では，制
度的能力論はリーガル・プロセス学派の中核的な考え方であったと指摘している。See, 
also, E.L. Rubin, The New Legal Process, the Synthesis of Discourse, and the 
Microanalysis of Insitutions, 101 Harv. L. Rev. 1111, 1116 (1116). なお，のちに紹介する
「制度論的転回論者」Vermeule も，リーガル・プロセス学派における制度的思考を認め
つつ，それは，硬直的で抽象的なものであるとしている。See, A. Vermeule, Judging under 

































⎝242　Solove (2001), supra note 211, at 771.
⎝243　Ibid., at 771-771.
⎝244　Ibid., at 776. このような，裁判所と立法の相互関係の例として，Berger v. New York, 
188 U.S. 11 (1167) が，電子的な監視活動を規律する法において修正４条がどのように実
現されていくべきかを説いたところが，盗聴法（Wire Tap Act）に反映されたことをあ
げている。
⎝245　O. Kerr, Congress, the Courts, and New Technologies : Response to Professor Solove, 



























⎝246　Kerr は，D. Solove, Reconstructing Electronic Surveillance Law, 72 Geo. Wash. L. Rev. 
1261 (2001) を引用して，Solove のいう修正４条の理想的適用手法を，大部分の電子的監
視活動については，十分な根拠（probable cause）に基づく令状によって行われることを
要求し，違反に対しては，須らく排除法則が適用されるというものであるとまとめてい
る。See, Kerr, ibid., at 781.
⎝247　Kerr, ibid., at 782.
⎝248　Ibid., at 781. これに続けて，補強的に，実際の裁判例が引用され，裁判官の新技術に対

























































る。ところで，Kerr も引用する，「Interpretation and Institutions」論文（211）




⎝254　See, supra note 118. また，稻谷・前掲註⎝175172巻２号12頁は，Kerr の議論を「『制度論
的転回』に基づく第四修正解釈」の展開と評価している。
⎝255　C. Sunstein & A. Vermeule, Interpretation and Institutions, 101 Mich. L. Rev. 881 
(2001).
⎝256　See, Vermeule, supra note 211, at 61ff. (2006) ; 松尾陽「法解釈方法論における制度論的
転回（二）・完」民商法雑誌110巻２号（2001年）118頁。





























のであると，Sunstein と Vermeule が指摘している導入的な部分（261）が引用さ
れていたりする（261）のである。さらに，松尾に従えば，リーガル・プロセス学
派を中心とする制度的転回以前の議論と制度的転回論者の主張との間の一番
⎝259　See, supra note 211.
⎝260　松尾・前掲註⎝25811-11頁を参照。
⎝261　Kerr, supra note 182, at 871 n. 111.
⎝262　Sunstein, supra note 118.
⎝263　See, supra note 118.
⎝264　Sunstein & Vermeule, supra note 211, at 111-111.


























































See, Vermeule, ibid., at 118ff.. なお，Sunstein の近時の議論における，熟議の促進への視
座が弱まっていることについて，金澤孝教授から教示を受けた。確かに，C.R. Sunstein, 
One Case at a Time (1111)［hereinafter Sunstein (1111)］においては，民主政と司法最
小主義との関係が全体を貫く主題として論じられている（see, in particular 21-11）が，
し か し，バ ー ク 型 最 小 主 義 へ の コ ミ ッ ト を 前 面 に 出 す C.R. Sunstein, Burkean 
Minimalism, 101 Mich. L. Rev. 111 (2006) においては，「伝統」ないし「長期に亘る実践
（long-standing practices）」の重視に軸足が移り（see, ibid., at 107），民主政への言及は
薄くなっている（cf. ibid., at 176）。C.R. Sunstein, Beyond Judicial Minimalism, 11 Tulsa 
L. Rev. 821 (2008)［hereinafter Sunstein (2008)］でも，民主主義への言及はないわけでは
ない（cf. ibid., at 816）が，かなり抑制的なものとなっている。
⎝272　Solove (Deference), supra note 228, at 1011-1011.
⎝273　Solove は，従来の裁判所の敬譲・自己抑制論の根拠が，実務的・実際的な能力の欠如
の指摘に過ぎないと批判する（See, ibid., at 1001）が，その指摘自体が誤った内容である
といった言及はしていない。




















⎝275　Kerr, supra note 182, at 860-861. O. Kerr, An Equilibrium-Adjustment Theory of the 







規制がある程度肯定的に描かれている。また，Kerr が強く意識する Sunstein の法解釈方
法論である，司法最小主義からも，原則として裁判所は，事案解決に必要な限度での狭
く浅い処理をなすべきで，case-by-case の判断が志向されるし，先例との類推が重要と
なる（See, e.g., Sunstein (1111), supra note 271, at 12-11 ;C.R. Sunstein, Legal Reasoning 





あげていることは本稿にとって示唆的である。See, Sunstein (2008), supra note 271, at 
816-817. なお，この点については，修正１条を直接の検討対象としつつ，流動的な新技
術については，裁判所の判断に最小主義的要請が強く働くことについて言及する，
Sunstein (1111), supra note 271, at 201も合わせて参照されたい。










論の出発点に戻ってきただけである。そして，ここにおける Kerr と Solove
の具体的な議論を比較し，どちらかに軍配を上げるというのも困難な作業で
ある。例えば，具体的に争われている，情報収集能力の面について，裁判所


































文脈で用いられているものであるが，R.S.R. Ku, The Founder’s Privacy : The Fourth 










に基づく令状の具備を一律に要求する必要はないとしている。Solove, supra note 168, at 
1121 & 1116. See, also Solove, supra note 162, at 1166 ; Solove (2011), supra note 211, at 
112-111. また，具体的な例として，D.J. Solove, Reconstructing Electronic Surveillance 







行うことができないことになるとされる（ここでは，Youngstown Sheet & Tube Co. v. 
Sawyer, 111 U.S. 171 (1112) の有名な Jackson 同意意見が引かれる）。さらに，Ku は，捜
査権限を授権する立法も，修正４条をガイドラインとして，適切な規律内容を具備して
いるか裁判所によって審査されるともいう。
⎝281　Solove, supra note 168, at 1117.





























⎝284　本件 Riley 判決は，このような立場を示したものと理解できるし，Alito 同意意見には
特にそれが現れていると言えよう。Sunstein も，議会による明確な授権を欠いていて，
それが憲法上許されないような権限を導くものについては，裁判所は行政による権限行
使を否定することができる旨述べている。See, e.g., C. Sunstein, Nondelegation Canons, 
67 U. Chi. L. Rev. 111, 111-117 (2000). 




























ないとする，本件 Riley 判決は，Sunstein のいう，射程の「広い」ルールを提示してい
る面は否定できないが，判断は「浅い」ものとなっており，裁判所が例外的に示すべき
ルールの好例といえるのではないだろうか。Sunstein のいう，「深い/浅い」判断と「広
い/狭い」判断の意義については，Sunstein (1111), supra note 271, at 201や金澤・前掲註
⎝257110号100-102頁などを参照。
⎝288　Solove (2001), supra note 211, at 776.
⎝289　Amsterdam, supra note 111. Amsterdam の所論については，稻谷・前掲註⎝175171巻５
号11頁以下でも，詳説されている。
⎝290　See, supra note 110 & 111 and accompanying text. 










（Standards for Criminal Justice）において，警察による裁量行使の統制の
ため，行政規則を制定することが求められるに至っている（211）。さらに，アメ









　to the Congress on Law Enforcement and the Administration of Justice (Mar. 8, 1161).
⎝292　Task Force Report, supra note 118, at 18-21. See also, H. Goldstein, Police Policy 
Formulation : A Proposal for Improving Police Performance, 61 Mich. L. Rev. 1121 
(1167).
⎝293　See, 1 The ABA Standards for Criminal justice §1-1.1 (2nd ed., 1180) ［hereinafter 
ABA Standards］. なお，類似するものとして，1171年に採択された，アメリカ法律協会
（ALI）のモデル刑法典の §10.1においても，名宛人が各州の訟務長官となっているが，
行政規則制定手続に則って定められる規則の制定が要求されている。See, American Law 
Institute, A Model Code of Pre-Arraignment Procedure §10.1 (1171) ［hereinafter 
ALI Model Code］.
⎝294　K.C. Davis, Administrative Law Treatise (1st ed., 1118) ; K.C. Davis, Administrative 
Law Treatise (2nd ed., 1178) ; K.C. Davis & R.J. Pierce, Administrative Law Treatise 
(1rd ed., 1111). なお，2002年発刊の第４版以降は，Pierce の単著となっている。
⎝295　Davis, supra note 111.
⎝296　Ibid., at 80-16.
⎝297　A.G. Amsterdam, The Supreme Court and the Rights of Suspects in Criminal Cases, 
11 N.Y.U. L. Rev. 781, 810-811 (1170).




























































⎝305　See, Davis, supra note 111, at 61.





supra note 212, at 1121-1128 ; Task Force Report, supra note 118, at 18 ; Davis, supra 
































⎝314　See, ibid., at 111.
⎝315　Ibid., at 117. これに対して，排除法則との接合を批判するものとして，Kaplan, supra 






















⎝317　稻谷・同上17頁。ここで稻谷は，D.A. Sklansky, Democracy and the Police 11 & 211 








段階で夙に Kaplan, supra note 111, at 1011によってなされていた。さらに，W.R. LaFave, 
Controlling Discretion by Administrative Regulations : The Use, Misuse, and Nonuse of 


























⎝320　なお，ABA Standards, supra note 211, at §1-1.1（1168年時点の第１版段階から同内
容のものが存在）は，夙に権力分立にも配慮しつつ，立法および司法が行政規則制定を
警察機構に促すとともに，その内容の適正さを確保していくことを求めている。
⎝321　Sklansky, supra note 117, at 181-111. 
⎝322　See, Stuntz, supra note 118, at 281.
⎝323　ただし，Amsterdam, supra note 217, at 811は，市民の諮問委員会などの公衆参加も可
能であることに言及している。1171年の Minnesota Law Review の Amsterdam 論文に
は先んじるが，1170年の New York University Law Review の Amsterdam 論文を強く




Stuntz, supra note 118, at 101）。Sklansky は，参加の具体的なあり方としては，少数派
や犯罪多発地区の住民などとの対話を行った，シカゴの「beat meetings」を高く評価し
た上（Sklansky, supra note 117, at 117-118 & 111）で，審議会も委員の選任方法の改良





















るところは必ずしも明らかではないが，Silk, supra note 101, at 111が「慎重な熟議のの
ちに警察機構によって生み出されたルール」が最も効率的だとするのは警察機構内部で
の熟議を重視した見解であると理解することは不可能ではない。さらにいえば，
Goldstein, supra note 212, at 1111においてもすでに，警察機構内部での下部の構成員に
決定に参加した気分を持たせることの意義が説かれているし，ABA Standards, supra 








Sklansky, ibid., at 170-171.
⎝325　Davis, supra note 111, at 80. 関連して，ALI のモデル刑法典が各州の行政規則制定手
続に則った規則制定を求めていたり（ALI Model Code, supra note 211, at §10.1），ABA
の刑事司法基準が市民や関係警察官の規則制定への参加を求めていたりする点（ABA 
Standards, ibid., at §1-1.1）も注目される。
⎝326　See, Davis (2nd ed.), supra note 211, at 210. この点については，拙稿・前掲註⎝324211頁で
も論じた。
⎝327　See, e.g., L.S. Bressmann, Beyond Accountability : Arbitrariness and Legitimacy in the 














⎝328　See, Sunstein, supra note 281, at 121-121. 議会の能力限界論について，拙稿・同上211-
211頁も参照。







定内容の詳細さを厳格に問うべきではないという（Sunstein, ibid., at 121-128）。なお，
Sunstein は憲法上の権利に関する事項については議会による明示的決定が要求されると
いう（刑事司法の分野は例外的に委任禁止の要請が強い場面であるということも別稿で




むしろ一般的な委任を立法権についても広く認めるべきであるという。See, E.A. Posner 
& A. Vermeule, Interring the Nondelegation Doctrine, 61 U. Chi. L. Rev. 1721 (2000). ま
た，Vermeule が，Nondelegation Canon を，制度的考慮の不十分な民主政促進解釈論の
一つとして批判している点については，Vermeule, supra note 211, at 111-111を参照。テ
ロリズムの時代における安全と自由の調整に関していえば，議会・裁判所に対して執行
府が優位する旨を述べるものとして，E.A. Posner & A. Vermeule, Terror in the 









































































































































⎝336　See, e.g., C.M. Bradley, Two Models of the Fourth Amendment, 81 Mich. L. Rev. 1161, 































⎝339　例えば，LaFave, Israel, King & O.S. Kerr, supra note 20, at 21やドレスラー＝ミカエ
ル・前掲註㉝67頁などを参照。合衆国憲法の権利章典の，修正11条を通じた「組込み
（incorporation）」をめぐる議論一般については，A.R. Amar, The Bill of Rights and the 
Fourteenth Amendment, 101 Yale L.J. 1111 (1112) などを参照。
⎝340　酒巻匡「捜査に対する法的規律の構造」法学教室281号（2001年）60頁などを参照。
⎝341　この点に関して，先に紹介した，刑事司法の集権化を嫌う Stuntz の議論なども参照。





































































































































































⎝357　See, e.g., Sunstein, supra note 281, at 127-128. 加えて，アメリカにおける議論を参考
に，ドイツの議論が議会・政府間の関係のみを念頭において構築されてきたものであり，
判断者としての裁判所の機能や位置付けを取り込んだ議論への発展が必要だとするドイ
ツの論稿として，U.R. Haltern, F.C. Mayer u. C. Möllers, Wesentlichkeitstheorie und 
































⎝360　Siehe z.B., C. Roxin u. B. Schünemann, Strafverfahrensrecht, 28. neubearbeitete 












































































年）18頁や，「ロー・フォーラム 令状なし GPS 捜査は違法」法学セミナー728号（2011
年）３頁などを参照。
⎝368　この点については，例えば，山本龍彦「警察による情報の収集・保存と憲法」警察学
論集61巻８号（2010年）111-111頁などを参照。
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れたものを確認しておくことにしよう。
　合衆国最高裁 Riley 判決をきっかけとする本稿は，その判示内容の確認を
出発点に，新技術である，携帯電話，とりわけスマートフォンの捜査活動に
おける取り扱いをめぐる従来の下級審や学説の立場を見たのち，合衆国最高
裁における明確なルールの提示についての議論の検討へと移った。ここでの
検討により，「逮捕に伴う無令状捜索」に関わる，アメリカの判例や学説の概
要を再確認することができた。その上，明確なルールの提示をめぐる議論の
背景には，捜査活動の規律をどの憲法機関がどのように担うべきかという，
統治構造論が存在していることが確認された。
　ここまでの本件 Riley 判決を出発点とする各論的検討によって得られた成
果を踏まえて，本稿は，捜査活動の規律主体は誰であるべきかをめぐる議論
を追った。具体的には，新技術が関係するものを中心として，従来主体と考
えられてきた裁判所に加えて，議会の役割を重視する見解の登場と，それに
対する批判とそれの応酬，さらには，行政規則に着目する見解の紹介・検討
を行った。そこで得られた，望ましい捜査活動規制のあり方は，大まかなも
のにとどまるが，以下のようなものであった。すなわち，捜査活動を規律す
る基本的なルールは，まずは議会が担い，上級の裁判所は，そのルールが憲
法の枠内にあるかを審査するとともに，立法が欠如している場合には例外的
に，個別具体的な事情に踏み込まない，明確なルールを提示し，よりマクロ
なルールについては下級裁判所，州やより下位のレベルでの立法，警察機構
による行政規則の制定によって補充し，学説がその体系性を担保するという
枠組みである。
　続いて，以上のような枠組みを日本に導入するにあたっては，両国の法構
造の違いが存在しており，慎重にならざるをえない面があることにも言及し，
法構造の類似性という面では，ドイツの議論をも参照することの有意性・必
要性を指摘した。
　他方で，最後に指摘したドイツの議論の参照が行われていないことはもち
ろんであるが，本稿には，それ以外にも，なお積み残された課題も多い。例
二四三
453
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二四二
452
えば，行政手続による民主的正統化の可能性についての理論的な検討と，そ
れに密接に関わるが，民主政についてのグランドセオリーを本稿は描ききれ
ておらず，その意味で方向性が定まっていない嫌いがある。加えて，以上に
述べたような理論的な難点に続いて，実践面での本稿の問題点について触れ
ておくと，捜査活動規律について各機関の協働が望まれるとして，具体的な
境界付けをいかにしていくべきかをケース・スタディーなどによって明らか
にすることはできていない。この点は，ドイツにおける議論の検討と共に，
今後の課題となろう。
　このように，なお課題が尽きないところであるし，当初掲げた検討課題に
十分回答を示せたのかは心もとないところ（161）ではあるが，一応の基本枠組み
と，今後の検討深化の方向性は示すことができたと思われ，ひとまず擱筆す
ることにしたい。
⎝369　とりわけ，新技術に関する捜査活動規律を主題に掲げつつ，本稿後半において，議論
が拡散し，主題に集中した回答を行えていないことを危惧する。
